
「人口減少に立ち向かう」

茨城県の次の一手

茨城県知事 大井川和彦
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県外企業
立地件数

6年連続
全国第1位

工場
立地面積
全国第1位

約20年ぶりの
県施行の工業団地

が完売

51社が
県内で

宇宙ビジネス
を展開

知事就任後の主な成果

日清、カルビー、
エスティローダー、
日立建機、サラヤ、
オートリブなど
有名企業が続々立地

農産物輸出額
６年間で10倍
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成果を支えた組織・制度づくり
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NEXT CHALLENGE①

地域の特性を
活かした成長産業振興
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地域の強み

カーボンニュートラルの
新たな拠点

KASHIMA/HITACHINAKA

日本が誇るモノづくり
HITACHI

新分野に挑む
大学・研究機関が多数所在
TSUKUBA
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成長産業振興策

TSUKUBA HITACHI KASHIMA/
HITACHINAKA

・JAXA研究者×県内ものづくり
企業の技術交流会

・JAXA内で技術展示会を開催
・産学連携アワードを後援し、
賞金100万円のビジネスコン
テストを開催

・新分野（医療・宇宙）進出や
大学、研究機関との連携支援

・県北地域で新規事業開発を目
指す企業が、半年かけてビジ
ネスプランを磨き上げ

・総額200億円のCN設備投資の
ための基金を創設

・国内随一の拠点を目指し、企
業間連携強化による広域的な
アンモニアサプライチェーン
構築を推進

いばらき宇宙ビジネス創造拠点
プロジェクト発表会

鹿島臨海工業地帯の主要立地企業の三菱ケミカル
㈱と戦略的パートナーシップ協定を締結

茨城ベンチャーフレンドリー宣言（産業界へのマッチングや公共調達推進）

茨城ベンチャートライアル優良商品等創出事業者認定制度

超小型人工衛星フレームを製作
㈱菊池精機ほか）
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グローバル経済との関係強化

NEXT CHALLENGE②
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いばらき中小企業グローバル推進機構を海外事業に特化

NYのアクセラレータと連携
▶ベンチャー企業の海外展開を支援

▶海外展開に挑戦する中小企業の支援を強化
特定地域に強い日本商社との関係強化/現地販売網を有するパートナーの発掘

大型展示会・商談会で食品（海産物、総菜、酒など）の出展・成約が進展
食品での新たな国（モンゴル・スペイン）への販路開拓
工業製品での大口成約（シンガポール・米国・タイ）

外資系企業を積極誘致
▶本県独自の外資系企業向け補助金等の活用や県内企業とのビジネスマッチング機会の
創出等により、ジェトロ、大学等の関係機関と連携し誘致。
近年では、台湾、中国、米国からの誘致が決定。
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母語による相談支援体制強化

外国人材の受入促進

▶生活の困りごと相談や情報提供に応じる
ネイティブコミュニケーションサポーター制度を創設

外国人の子どもへの日本語教育支援
▶小中学校にポルトガル語が話せる支援員を配置
ブラジル人学校への訪問指導
県立高校で日本語指導やキャリア支援

受入促進に向けた協力体制を強化
▶各国の教育機関等と協力覚書を締結
ベトナム (19年)、インドネシア(20年)、モンゴル(22年)
2024年は新たにインドの教育機関との連携事業を推進
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